
平成16年11月11日平成17年 3月期 中間決算短信(連結)
上 場 会 社 名 青 木 あ す な ろ 建 設 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 1 8 6 5 東 京 都本社所在都道府県
（ＵＲＬ http://www.aaconst.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 市 木 　 良 次
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 管 理 本 部 長

氏 名 村 上 　 邦 治 Ｔ Ｅ Ｌ(      )0 3 5 4 1 9 － 1 0 1 2

中間決算取締役会開催日 平 成 1 6 年 1 1 月 1 1 日
親 会 社 名 高松建設株式会社 (コード番号:    )1 7 6 2 親会社における当社の株式保有比率：     77.9％
米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成 16年  4月  1日 平 成 16年  9 月 30日
( 1 ) 連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       67,508    324.9        1,517 －        1,426     11.8
15年 9月中間期       15,886    △1.5          △72 －        1,275 －

16年 3月期       43,291 －        1,227 －        4,163 －

1 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期        8,274    558.9         126.48 －
15年 9月中間期        1,255 －          39.26 －
16年 3月期        3,611 －         112.89 －
( 注 ) 1.持分法投資損益 16年 9月中間期 △ 4 3百万円 15年 9月中間期        1 , 4 5 6百万円

16年 3月期        3 , 2 5 8百万円
2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期     6 5 , 4 2 1 , 7 8 5株 15年 9月中間期     3 1 , 9 9 1 , 6 4 3株

16年 3月期     3 1 , 9 9 1 , 0 6 4株
3.会計処理方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 ) 連結財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
16年 9月中間期      114,588       51,335     44.8         786.71
15年 9月中間期       37,118        8,197     22.1         256.23

16年 3月期       45,151       10,567     23.4         330.34
( 注 )期末発行済株式数 (連結 ) 16年 9月中間期     6 5 , 2 5 4 , 0 4 3株 15年 9月中間期     3 1 , 9 9 1 , 0 8 0株

16年 3月期     3 1 , 9 8 9 , 8 4 3株

( 3 ) 連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期        4,949          274       △6,793       28,054
15年 9月中間期          924           △6       △2,421        3,838

16年 3月期       △1,442           △8       △1,188        2,702

( 4 ) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 －     1

( 5 ) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 ( 新規 )    社  ( 除外 )    社  持分法 ( 新規 )    社  ( 除外 )    社    2 －     1     1

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成 16年  4 月  1日 平 成 17年  3 月 31日
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
通 期      150,000        4,500       11,000

( 参考 ) 1 株当たり予想当期純利益 ( 通期 )         168 円57銭

(記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 ）
上 記 の 予 想 は 、 発 表 日 現 在 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ い て 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、 今 後
様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞

｢期中平均株式数（連結）｣｢期中平均株式数（連結）｣｢期中平均株式数（連結）｣｢期中平均株式数（連結）｣
（自己株式控除後）

種　　　類 16年9月中間期 16年3月期 15年9月期

普通株式（上場） 49,421,785株 31,991,064株 31,991,643株

16,000,000株 0株 0株 ＜注＞

計 65,421,785株 31,991,064株 31,991,643株

｢期末発行済株式数（連結）｣｢期末発行済株式数（連結）｣｢期末発行済株式数（連結）｣｢期末発行済株式数（連結）｣
（自己株式控除後）

種　　　類 16年9月中間期 16年3月期 15年9月期

普通株式（上場） 49,254,043株 31,989,843株 31,991,080株

16,000,000株 0株 0株 ＜注＞

計 65,254,043株 31,989,843株 31,991,080株

＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容

　　①議決権がないこと以外は普通株式と異ならない株式

　　②取締役会の決議により、普通株式に転換することができ、この場合、Ａ種株式は普通株式に
　　　1対1の比率で、無償で転換される。

｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣

一株当たりの業績指標は、A種株式が普通株式と同等の株式であるため、以下のとおり、
Ａ種株式の株式数と普通株式の株式数を合計して算定している。

（16年9月中間期の連結業績）

○　　1株当たり中間純利益
中間純利益

普通株式の期中平均株式数　＋　Ａ種株式の期中平均株式数

○　　1株当たり株主資本
中間期末株主資本

中間期末の普通株式の発行済株式数　＋　中間期末のＡ種株式の発行済株式数

（17年3月期の連結業績予想）

○　　1株当たり予想当期純利益（通期）
予想当期純利益

中間期末の普通株式の発行済株式数　＋　中間期末のＡ種株式の発行済株式数

Ａ種株式（無議決権普通株式、非上場）

Ａ種株式（無議決権普通株式、非上場）



 1 

1.1.1.1.    企企企企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの     状状状状    況況況況    
 
（１）企業集団の 状況（１）企業集団の 状況（１）企業集団の 状況（１）企業集団の 状況    

当社の 企業集団は 、当社及び 子会社3社、関連会社1社に より構成され 、髙松建設株式会社の

グ ループ企業として総合建設事業を展開して お り ます 。 

当企業集団の 事業の 系統図は 、次の とお り で あ り ます 。 

建設工事の 請負

建設工事の 請負

建設工事の 請負

連結子会社 持分法適用会社

青木マリーン㈱ 国土総合建設㈱

大和工業㈱

あ す な ろ 道路㈱

企画提案型賃貸マンシ ョン建築工事等

当社　　　青木あ す な ろ 建設㈱

建
設
工
事
の
請
負

不
動
産
の
販
売
等

建
設
工
事
の
請
負

土木工事・建築工事

建　設　事　業

得　　　　　意　　　　　先

親会社　髙松建設㈱

 
 

（２）親会社との 関係に 関す る 基本方針（２）親会社との 関係に 関す る 基本方針（２）親会社との 関係に 関す る 基本方針（２）親会社との 関係に 関す る 基本方針    

親会社で あ る 髙松建設株式会社は 、賃貸マンシ ョン建築を主体として お り 、当社は 土木・建築全

般を事業分野として お り ます 。 

当社と髙松建設株式会社とは 、互い に 異な る 事業形態を活か しつ つ 、技術面・営業面・人的交

流に お い て相互補完的な グ ループ連携を進め 、互い の 企業価値の 極大化を目指して お り ます 。 

 
（３）関係会社の 状況（３）関係会社の 状況（３）関係会社の 状況（３）関係会社の 状況    

持分法適用関連会社で あ った ㈱青木建設と本年 4月 1 日に 合併した た め 、関係会社の 状況は  

次のとおりとなっております。    

名 称 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の 内容 
議決権の 所有割合
又は 被所有割合（%） 

摘要 

(親会社) 
髙松建設㈱ 

 
2,418 
建設事業・不動産
事業 

 
78.5 
 

 

 

(連結子会社) 
青木マリーン㈱ 

 
2,949 
 
建設事業 

 
53.2 
 

 

 

大和工業㈱ 480 建設事業 100.0   

あ す な ろ 道路㈱ 426 建設事業 100.0   

(持分法適用関連会社) 
国土総合建設㈱ 

 
3,752 
 
建設事業 

 
24.1 
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2.2.2.2.    経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
（１）経営の 基本方針（１）経営の 基本方針（１）経営の 基本方針（１）経営の 基本方針    

当社は 、当社に か か わ る 多くの ス テーク ホルダ ーの 皆様方に 「より高い 満足感」を感じて も らえ る

ような 、ユニーク な グ ッドカ ンパニーで あ り 続け る ことを経営の 目標として お り ます 。 

そ して 、経営目標達成の た め 、より ビッグ で より ハイ プロフィットな カ ンパニーを目指す 一方、自

然や 社会との 共生を計り 、不正や 不当な手段に よる 利益の 追求は 勿論、浮利を追うな ど利益第一

主義に 陥って は ならな い ことを経営の 基本姿勢として お り ます 。 

 

（２）利益配分に 関す る 基本方針（２）利益配分に 関す る 基本方針（２）利益配分に 関す る 基本方針（２）利益配分に 関す る 基本方針    

株主配当金に つ きまして は 、財務体質の 強化の た め 必要な株主資本の 充実に 努め な が ら、企

業収益に 連動した 利益還元を行うことを基本方針として お り ます 。 

 

（３）投資単位の 引き下げ に 関す る 考え方（３）投資単位の 引き下げ に 関す る 考え方（３）投資単位の 引き下げ に 関す る 考え方（３）投資単位の 引き下げ に 関す る 考え方    

当社は 、株式市場で の 流通性を高め 、投資家層の 拡大を図る ことを資本政策上の 重要課題と

認識して お り 、本年 4 月 1 日より 1 単元の 株式の 数を1,000 株か ら500 株に 引き下げ る ととも に 、

同日付をも って東京証券取引所に お け る 売買単位も 1,000 株か ら500 株に 変更い た しました 。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処す べ き課題（４）中長期的な経営戦略と対処す べ き課題（４）中長期的な経営戦略と対処す べ き課題（４）中長期的な経営戦略と対処す べ き課題    

わ が 国経済は 、企業収益の 改善等に 支えられ 緩や か な 回復傾向に あ る も の の 、建設市場に お

い て は 、ピーク 時の 80 兆円台か ら50 兆円台へ と縮小し、ここ当分は 市場規模の 拡大が 見込め な

い 厳しい 事業環境が 続き、今後も 企業間競争の 激化、業界の 再編、淘汰が 進む も の と認識して お

り ます 。 

この ような 認識の も と、競争力の 強化を図り 確固た る 経営基盤を構築す る ことを目的として 、本

年 4 月 1 日に 株式会社青木建設と合併し、青木あ す な ろ 建設として ス タ ートい た しました 。 

合併新会社として 、土木の 青木、建築の あ す な ろ とそ れ ぞ れ 異な った 得意分野の 組み合わ せ に

より 事業領域、営業基盤、主要顧客及び 技術・施工面で の 補完とシ ナジ ー効果を生み出す ととも

に 、本支店・営業所の 統廃合、間接部門人員の 適正化及び シ ス テムの 統合に より 重複・無駄を排

し経営効率の 改善を図ってまい り ました 。また 、重点分野へ の 経営資源の 効率的配分を実施し、

収益体質の 強化を目指してまい り ます 。 

    

（５）ス トック オ プシ ョン付与等の イ ンセ ンティブプランに 関す る 考え方（５）ス トック オ プシ ョン付与等の イ ンセ ンティブプランに 関す る 考え方（５）ス トック オ プシ ョン付与等の イ ンセ ンティブプランに 関す る 考え方（５）ス トック オ プシ ョン付与等の イ ンセ ンティブプランに 関す る 考え方    

当社は 本年 6 月 29 日開催の 定時株主総会に お い て 、当社の 取締役、執行役員及び 従業員並

び に 当社完全子会社の 取締役及び 執行役員を対象とした ス トック オ プシ ョン制度を導入す る ことを

決議い た しました 。 

この イ ンセ ンティブプランは 、役職員に 対し中長期的な業績向上に 対す る 意欲や 士気を一層高

め 、会社の 競争力と収益性を増加させ 、ひ い て は 株主価値の 増大に 貢献す る も の と考え て お り ま

す 。 

 

（６）コ ーポレート・ガ バナンス に 関す る 基本的な考え方及び そ の 施策の 実施状況（６）コ ーポレート・ガ バナンス に 関す る 基本的な考え方及び そ の 施策の 実施状況（６）コ ーポレート・ガ バナンス に 関す る 基本的な考え方及び そ の 施策の 実施状況（６）コ ーポレート・ガ バナンス に 関す る 基本的な考え方及び そ の 施策の 実施状況    

当社の 基本的な考え方として 、コ ーポレート・ガ バナンス は 企業の 競争力、信頼性を保持し、企

業価値を高め る た め に 必要な も の と捉え 、そ の 充実に より 株主をは じめ とす る 多くの ス テーク ホル

ダ ーの 皆様方に より 高い 満足感、信頼感を感じて も らうととも に 経営上の 組織や 仕組みの 整備を

心が け 、必要な施策を適宜実施す る ことが 、経営上の 重要事項と考え取り組んで お り ます 。 

企業活動を適正に 行うた め に 、会社の 最高意思決定機関として の 取締役会の 構成に 社外取締

役、社外監査役の 登用を行い 、経営の 健全性、透明性を確保す る ととも に 、本年２月１２日開催の

臨時株主総会に お い て 取締役の 任期を２年内か ら１年内に 変更し、急激な事業環境の 変化に 柔

軟に 対応し、か つ 責任の 明確化を図りました 。また 、執行役員制度に より 、経営と業務執行の 分離

と透明性の 確保に 努め て お り ます 。 

また 、法令の 遵守や 案件へ の 適切な対応を図る た め に 複数の 弁護士を起用す る ととも に 、あ ず

さ監査法人に よって通常の 会計監査を受け て お り ます 。 
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会社の 財務状況、業績等当社の 状態を多くの ス テーク ホルダ ーに 同時的に お 伝え す る た め に ホ

ームページ を開設し、適時適切な情報開示を心が け 投資家の 信頼の 確保に 努め て お り ます 。 

役職員の 日常活動の 倫理規範として の 企業理念、行動基準を設定し、社内に 掲示す る ととも に

そ れ らを記載した 「企業理念カ ード」を全社員に 配付し、常に 理念、基準に 基づ く業務活動を全社

で行うよう社長室を中心に 指導徹底を図り 、経営の 基本姿勢で あ る 不正や 不当な手段に よる 利益

の 追求を強く戒め る ととも に 、社内組織に お い て は 内部監査室の 活動を通じて 、内部統制機能の

強化に も 努め て お り ます 。 

また 、当社は 植林ボランティア活動等を通じ、株主以外の ス テーク ホルダ ーとの 良好な関係を構

築す る 活動も 行って お り 、今後も 機会を通じて継続実施してまい り ます 。 

 

3.3.3.3.    経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    
（１）当期の 概況（１）当期の 概況（１）当期の 概況（１）当期の 概況    

当中間連結会計期間に お け る わ が 国経済は 、原油価格の 高騰な ど懸念材料は あ る も の の 、企

業業績の 改善、設備投資の 拡大等に 支えられ 総じて堅調に 推移しました 。建設業界に お い て は 、

地方財政は 依然として 厳しく公共工事の 縮小傾向は 続き、民間工事に お い て も 設備投資抑制の

底は 打った も の の 本格化す る まで に は 至らず 、依然として競争激化が 続い て お り ます 。 

こうした 状況の な か 、当社は 今年度を合併初年度の 重要な年度と位置付け 、「改革・ス ピード・ベ

ク トル」をキ ーワードに 、「協調と競争」の 精神で全社一丸とな って 「和して戦う」ことを年次方針とし

て 、『合併効果の 早期実現』と『変化（脱請負）へ の 挑戦』を目指して取り組んでまい り ました 。 

そ の 結果、当中間連結会計期間の 主な業績は 以下の とお り で あ り ます 。 

   （単位：百万円） 

 前中間連結 

会計期間 

当中間連結 

会計期間 
前中間期増減率 

建 築 14,797   29,981  102.6% 受注高 

土 木 7,013   35,005  399.1% 

受注高計 21,811   64,987  198.0% 

建 築 9,811   20,299  106.9% 売上高 

土 木 6,074   47,208  677.2% 

売上高計 15,886   67,508  324.9% 

売上総利益 1,305 (8.2%) 5,808 (8.6%) 344.9% 

一般管理費 1,377 (8.7%) 4,290 (6.4%) 211.3% 

営業利益 △ 72 (△ 0.5%) 1,517 (2.2%) － 

経常利益 1,275 (8.0%) 1,426 (2.1%)  11.8% 

中間純利益 1,255 (7.9%) 8,274 (12.3%) 558.9% 

   ※前中間連結会計期間は 、あ す な ろ 建設㈱の 平成 15 年 9 月中間連結決算の 実績で あ り ま

す 。 

 

な お 、当期の 中間純利益に は 、青木建設厚生年金基金の 解散に 伴う解散益が 7,007 百万円、

減損会計の 早期適用に よる 減損損失が 1,146 百万円含まれ て お り ます 。さらに 法人税等調整額を

△ 2,259 百万円(利益)計上した ことも あ り 、前中間期に 比べ 大幅に 増加した も の で あ り ます 。 
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<<<<参参参参    考考考考>>>>前年同期の 両社合算数値との 比較前年同期の 両社合算数値との 比較前年同期の 両社合算数値との 比較前年同期の 両社合算数値との 比較    

前年同期の あ す な ろ 建設と青木建設の 連結業績を合算した 数値との 比較は 以下の とお り で あ り

ます 。受注高で は 14.0％増、売上高で は 4.4％増とな り ました 。売上総利益に つ い て は 3.2％減とな

り ました が 、本支店・営業所の 統廃合、間接人員の 適正配置等の コ ス ト削減策を実施した 結果、一

般管理費が 27.0％減少した ことか ら営業利益は 1,517百万円、経常利益は 1,426百万円を計上す

る ことが で きました 。 

 

【両社合算数値との 比較表】                               （単位：百万円） 

 前中間連結 

会計期間 

当中間連結 

会計期間 
前中間期増減率 

建 築 25,370   29,981  18.2% 受注高 

土 木 31,659   35,005  10.6% 

受注高計 57,029   64,987  14.0% 

建 築 19,472   20,299  4.2% 売上高 

土 木 45,216   47,208  4.4% 

売上高計 64,689   67,508  4.4% 

売上総利益 6,001 (9.3%) 5,808 (8.6%) △ 3.2% 

一般管理費 5,881 (9.1%) 4,290 (6.4%) △ 27.0% 

営業利益 120 (0.2%) 1,517 (2.2%) 1,163.3% 

経常利益 △ 85 (△ 0.1%) 1,426 (2.1%) － 

中間純利益 △ 21 (△ 0.0%) 8,274 (12.3%) － 

     ※前中間連結会計期間に は 、あ す な ろ 建設が 計上した 青木建設に 対す る 持分法投資利益は

含め て い な い 。 

 

（２）通期の 見通し（２）通期の 見通し（２）通期の 見通し（２）通期の 見通し    

今後の 建設業を取り 巻く環境に つ きまして は 、民間設備投資は 回復傾向に あ る も の の 、公共投

資は 減少が 続くも の と見込まれ 、原油価格の 高騰や 中国経済の 成長率減速、イ ラク 情勢に よって

は 回復基調に 水を差す 懸念も あ り 、引き続き厳しい 状況が 続くも の と予測され ます 。 

この ような情勢に 対処す る た め 、当社とい た しまして は 新技術等を活用した 提案型営業に よる 積

極的な活動を展開し、受注機会の 拡大に 取り組む ととも に 、工事原価及び 一般管理費の 低減を引

き続き推し進め 、収益力の 更な る 強化に 努め てまい る 所存で ご ざ い ます 。 

平成17年3月期（平成16年度）の 連結業績及び 単体業績に つ きまして は 、次の とお り を見込ん

で お り ます 。 

  連結業績   単体業績 

受 注 高 150,000 百万円   110,000 百万円 

売 上 高 150,000 百万円   118,000 百万円 

経 常 利 益 4,500 百万円   3,500 百万円 

当 期 純 利 益 11,000 百万円   9,000 百万円 
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（３）財政状態（３）財政状態（３）財政状態（３）財政状態    

営業活動に よる キ ャッシ ュ・フローは 、売上債権が 11,528百万円、未成工事支出金が 7,615百万

円減少しました 。一方、仕入債務が 13,781 百万円減少した こと等に より 、4,949 百万円の 資金増加

とな り ました 。 

 投資活動に よる キ ャッシ ュ･フローは 、投資不動産の 売却や 貸付金の 回収等に より 、274 百万

円の 資金増加とな り ました 。 

 財務活動に よる キ ャッシ ュ･フローは 、財務体質の 改善、強化を目的として借入金の 返済に 努

め た 結果、6,793 百万円の 支出とな り ました 。 

 また 、合併に より現金及び 現金同等物が 26,917 百万円増加した ことに 伴い 、連結ベース の 現

金及び 現金同等物の 連結中間期末残高は 前期末に 比べ 25,352 百万円増加して 、28,054 百万円

とな り ました 。 

  

  

（４）そ の 他、経営上の 重要な契約等（４）そ の 他、経営上の 重要な契約等（４）そ の 他、経営上の 重要な契約等（４）そ の 他、経営上の 重要な契約等    

当社は 、平成 12 年 10 月の 親会社の 異動に 際し、前の 親会社で あ る ㈱小松製作所と財務支援

に 関す る 契約を締結して お り 、保証対象債権（財務支援契約付債権）に 対して は 、4,257 百万円を

上限として債権回収が 保証され て お り ます 。そ の 金額は 回収等に より減少し、当中間連結会計期

間末で は 3,062 百万円で あ り ます 。 

 



4.中 間 連 結 財 務 諸 表 等4.中 間 連 結 財 務 諸 表 等4.中 間 連 結 財 務 諸 表 等4.中 間 連 結 財 務 諸 表 等

(1)(1)(1)(1) 中中中中間間間間連連連連結結結結貸貸貸貸借借借借対対対対照照照照表表表表
（単位　百万円 ）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

科  目　   　     　   　　   　 期　　別
金          額 構成比 金          額 構成比 金          額 構成比

（資 産 の  部）        % % %

Ⅰ流　動　資　産

現 金 預 金 3,861 26,032 2,725

受取手形・完成工事未収入金等 14,191 52,359 24,971

有 価 証 券 － 2,054 －

販 売 用 不 動 産 1,022 － 863

未 成 工 事 支 出 金 2,596 6,679 974

未 収 入 金 － 8,294 －

繰 延 税 金 資 産 311 1,303 122

そ の 他 1,080 744 609

貸 倒 引 当 金 △  60 △  113 △  13

　流　動　資　産　合　計 23,002 62.0 97,355 85.0 30,253 67.0

Ⅱ固　定　資　産

有  形  固  定  資  産 2,165 4,378 2,037

無  形  固  定  資  産 34 157 33

投 資 そ  の  他 の  資 産

投 資 有 価 証 券 4,987 3,493 6,815

長 期 貸 付 金 31 89 29

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 1 1,149 1

長 期 未 収 入 金 196 1,123 216

財 務 支 援 契 約 付 債 権 5,839 5,423 5,548

繰 延 税 金 資 産 1,444 2,996 1,213

そ の 他 635 2,625 465

貸 倒 引 当 金 △  1,220 △  4,205 △  1,463

        投資そ の 他の 資産計 11,914 12,696 12,827

　固  定  資  産 合　計 14,115 38.0 17,232 15.0 14,898 33.0

資　産　合　計 37,118 100.0 114,588 100.0 45,151 100.0

（負 債 の  部）

Ⅰ流　動　負　債

支 払 手 形 ・工 事 未 払 金 等 13,345 26,579 18,831

短 期 借 入 金 6,572 4,970 10,002

未 払 法 人 税 等 28 286 57

未 成 工 事 受 入 金 2,047 8,833 1,057

完 成 工 事 補 償 引 当 金 30 143 27

賞 与 引 当 金 192 737 166

そ の 他 549 7,096 621

　流　動　負　債　合　計 22,766 61.3 48,648 42.4 30,765 68.1

Ⅱ固　定　負　債

長 期 借 入 金 3,531 1,133 1,334

退 職 給 付 引 当 金 2,584 9,827 2,442

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 39 51 42

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金 － 57 －

そ の 他 － 227 －

　固　定　負　債　合　計 6,154 16.6 11,298 9.9 3,819 8.5

負　債　合　計 28,921 77.9 59,946 52.3 34,584 76.6

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 － － 3,305 2.9 － －

（資 本 の  部）

Ⅰ資    本    金 1,808 4.9 5,000 4.4 1,808 4.0

Ⅱ資 本 剰 余 金 2,020 5.4 23,766 20.7 2,020 4.5

Ⅲ利 益 剰 余 金 4,345 11.7 22,579 19.7 6,700 14.8

Ⅳそ の 他有価証券評価差額金 25 0.1 264 0.2 40 0.1

Ⅴ自　己　株　式 △  1 △  0.0 △  274 △  0.2 △  2 △  0.0

資　本　合　計 8,197 22.1 51,335 44.8 10,567 23.4

負債、少数株主持分及び 資本合計 37,118 100.0 114,588 100.0 45,151 100.0

（平成16年3月31日現在）  （平成16年9月30日現在）  （平成15年9月30日現在）
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(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の

　　　　　　　　　　　　期　　別 要約連結損益計算書

科　　目

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

Ⅰ 売　上　高 % % %

完 成 工 事 高 15,629 67,508 42,875

不 動 産 事 業 売 上 高 257 － 416

売 上 高 計 15,886 100.0 67,508 100.0 43,291 100.0

Ⅱ 売上原価

完 成 工 事 原 価 14,328 61,700 38,938

不 動 産 事 業 売 上 原 価 252 － 372

売 上 原 価 計 14,580 91.8 61,700 91.4 39,310 90.8

売上総利益

完 成 工 事 総 利 益 1,300 5,808 3,936

不 動 産 事 業 総 利 益 5 － 43

売 上 総 利 益 計 1,305 8.2 5,808 8.6 3,980 9.2

Ⅲ 販売費及び 一般管理費 1,377 8.7 4,290 6.4 2,752 6.4

営 業 利 益 △  72 △  0.5 1,517 2.2 1,227 2.8

Ⅳ 営業外収益

受 取 利 息 7 9 13

受 取 配 当 金 － 20 －

為 替 差 益 － 6 －

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,456 － 3,258

そ の 他 4 18 13

営 業 外 収 益 計 1,468 9.2 54 0.1 3,285 7.6

Ⅴ 営業外費用

支 払 利 息 86 80 176

販 売 用 不 動 産 評 価 損 34 － 127

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 － 43 －

そ の 他 0 22 46

営 業 外 費 用 計 120 0.7 146 0.2 350 0.8

経 常 利 益 1,275 8.0 1,426 2.1 4,163 9.6

Ⅵ 特別利益

厚 生 年 金 基 金 解 散 益 － 7,007 －

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 - －

そ の 他 － 199 1

特 別 利 益 計 0 0.0 7,207 10.7 1 0.0

Ⅶ 特別損失

固 定 資 産 売 却 損 21 59 75

減 損 損 失 － 1,146 －

合 併 関 係 費 用 － 566 18

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 310 －

本 社 移 転 関 係 費 用 89 － 89

そ の 他 4 222 9

特 別 損 失 計 116 0.7 2,305 3.4 192 0.4

税金等調整前中間(当期)純利益 1,158 7.3 6,328 9.4 3,971 9.2

法人税､住民税及び 事業税 19 223 68

法 人 税 等 調 整 額 △  117 △  2,259 291

少 数 株 主 利 益 － 89 －

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,255 7.9 8,274 12.3 3,611 8.3

（単位　百万円 ）

（自　平成15年4月01日）
（至　平成16年3月31日）

（自　平成15年4月01日）
（至　平成15年9月30日）

（自　平成16年4月01日）
（至　平成16年9月30日）
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（3）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書（3）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書（3）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書（3）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

（資本剰余金の 部）

Ⅰ 2,020 2,020 2,020

Ⅱ

合 併 に 伴 う 資 本 剰 余 金増 加高 － 21,745 －

Ⅲ 2,020 23,766 2,020

（利益剰余金の 部）

Ⅰ 3,185 6,700 3,185

Ⅱ

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,255 8,274 3,611

合 併 に 伴 う 利 益 剰 余 金増 加高 － 7,810 －

小　　　計 1,255 16,083 3,611

Ⅲ

株 主 配 当 金 95 159 95

合 併 交 付 金 － 46 －

小　　　計 95 206 95

Ⅳ 4,345 22,579 6,700

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

前中間連結会計期間

（自　平成15年4月01日）

（至　平成16年9月30日）

金　額

当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成16年4月01日）（自　平成15年4月01日）

金　額

（至　平成15年9月30日）

金　額

（至　平成16年3月31日）
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（4）中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書（4）中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書（4）中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書（4）中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書
(単位　百万円)

　　　　　　　　　　　　　　期　　　　別

　　科　　   　目

金        額 金        額 金        額

Ⅰ営業活動に よる キ ャッシ ュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （当 期 ）純 利 益 　 1,158 　 6,328 　 3,971

減 価 償 却 費 　 36 　 424 　 71

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ・利 益 （△ ） △ 1,456 　 43 △ 3,258

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・減 少 （△ ）額 △ 235 　 312 △ 40

賞 与 引 当 金 の 増 加 ・減 少 （△ ）額 　 40 　 571 　 13

退 職 給 付引当金 の 増 加・減少（△ ）額 　 28 △ 7,383 △ 113

役員退職慰労引当金の 増加・減少（△ ）額 △ 3 △ 172 　 0

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 7 △ 30 △ 14

支 払 利 息 　 86 　 80 　 176

販 売 用 不 動 産 評 価 損 　 34 　 － 　 127

固 定 資 産 売 却 損 　 － 　 59 　 75

減 損 損 失 　 － 　 1,146 　 －

売 上 債 権 の 減 少 ・増 加 （△ ）額 　 5,310 　 11,528 △ 5,468

固 定 化 債 権 の 減 少 ・増 加 （△ ）額 　 627 　 168 　 900

未 成 工 事支出金 の 減 少・増加（△ ）額 △ 1,582 　 7,615 　 38

た な 卸 資 産 の 減 少 ・増 加 （△ ）額 　 204 　 － 　 270

仕 入 債 務 の 増 加 ・減 少 （△ ）額 △ 2,982 △ 13,781 　 2,518

未 成 工 事受入金 の 増 加・減少（△ ）額 　 218 △ 2,370 △ 770

未 収 消 費 税 等 の 減 少 ・増 加 （△ ）額 △ 217 　 － 　 -

未 払 消 費 税 等 の 増 加 ・減 少 （△ ）額 △ 419 　 809 △ 309

そ の 他 　 227 △ 253 　 620

小 計 　 1,068 　 5,095 △ 1,189

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 　 31 　 31 　 33

利 息 の 支 払 額 △ 91 △ 71 △ 183

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 84 △ 105 △ 103

　　営業活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　営業活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　営業活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　営業活動に よる キ ャッシ ュ・フロー 　　　　 924924924924 　　　　 4,9494,9494,9494,949 △△△△ 1,4421,4421,4421,442

Ⅱ投資活動に よる キ ャッシ ュ・フロー 　 　 　

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 49 △ 39 △ 90

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 　 17 　 93 　 51

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 0 △ 2 △ 0

投 資 有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 　 25 　 - 25

投 資 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入 　 － 　 128 　 -

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 　 0 　 105 　 4

そ の 他 　 － △ 10 △ 0

　　投資活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　投資活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　投資活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　投資活動に よる キ ャッシ ュ・フロー △△△△ 6666 　　　　 274274274274 △△△△ 8888

Ⅲ財務活動に よる キ ャッシ ュ・フロー 　 　 　

短 期 借 入 金 の 純 増 加 ・減 少 （△ ）額 △ 2,000 △ 5,924 　 1,050

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 　 1,000 　 721 　 1,000

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 1,326 △ 1,088 △ 3,142

配 当 金 の 支 払 額 △ 94 △ 205 △ 95

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 　 － △ 23 　 －

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 　 － △ 271 　 －

そ の 他 △ 0 　 - △ 0

　　財務活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　財務活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　財務活動に よる キ ャッシ ュ・フロー　　財務活動に よる キ ャッシ ュ・フロー △△△△ 2,4212,4212,4212,421 △△△△ 6,7936,7936,7936,793 △△△△ 1,1881,1881,1881,188

Ⅳ現金及び 現金同等物に 係る 換算差額 　 － 　 3 　 －

Ⅴ現金及び 現金同等物の 増加・減少（△ ）額 △ 1,503 △ 1,565 △ 2,638

Ⅵ現金及び 現金同等物期首残高 　 5,341 　 2,702 　 5,341

Ⅶ合併に より引き継い だ現金及び 現金同等物の 額 　 － 　 26,917 　 －

Ⅷ現金及び 現金同等物中間期末（期末）残高 　 3,838 　 28,054 　 2,702

（至　平成16年3月31日）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成16年4月01日）（自　平成15年4月01日）

前中間連結会計期間

（自　平成15年4月01日）
（至　平成15年9月30日）（至　平成16年9月30日）

9
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＜中間連結財務諸表作成の た め の 基本とな る 重要な事項＞ 

１．連結の 範囲に 関す る 事項 

   連結子会社数 3 社 

青木マリーン㈱ 大和工業㈱ あ す な ろ 道路㈱ 

      

２．持分法の 適用に 関す る 事項 

   持分法適用会社 1 社 

     国土総合建設㈱ 

 

３．連結子会社の 中間決算日等に 関す る 事項 

   す べ て の 連結子会社の 中間決算日は 、中間連結財務諸表提出会社と同一で あ る 。 

 

４．会計処理基準に 関す る 事項 

（1）重要な資産の 評価基準及び 評価方法 

① 有価証券 

<1>満期保有目的債券  ……… 償却原価法（定額法） 

<2>そ の 他有価証券     

時価の あ る も の  ……… 中間決算日の 市場価格等に 基づ く時価法（評価差額は 全部資本直入法に  

より 処理し、売却原価は 移動平均法に より算定して い る 。） 

時価の な い も の  ……… 移動平均法に よる 原価法 

② た な 卸資産 

未成工事支出金 ……… 個別法に よる 原価法 

   

（2）重要な減価償却資産の 減価償却の 方法 

① 有形固定資産 ……… 定率法 

但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に 取得した 建物（附属設備を除く）に つ い て は 定額法を採用して い る 。 

な お 、耐用年数及び 残存価額に つ い て は 、法人税法に 規定す る 方法と同一の 基準に よって い る 。 

② 無形固定資産 ……… 定額法 

な お 、償却年数に つ い て は 、法人税法に 規定す る 方法と同一の 基準によって い る 。 

但し、自社利用の ソ フトウ ェ アに つ い て は 、社内に お け る 利用可能期間（5年）に 基づ く定額法に よって い る 。 

    

（3）重要な引当金の 計上基準 

① 貸倒引当金 …………… 

 

売上債権、貸付金等の 貸倒に よる 損失に 備え る た め 、一般債権に つ い て は

貸倒実績率に より 、貸倒懸念債権等特定の 債権に つ い て は 個別に 回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上して い る 。 

な お 、貸倒懸念債権等の うち平成12年10月の 親会社の 異動に 際して前の

親会社で あ る ㈱小松製作所と締結した 財務支援に 関す る 契約に 基づ く保

証対象債権（財務支援契約付債権）に つ い て は 、担保処分に よる 回収見込

額の ほ か 、同社か らの 債権回収保証見込額を控除して貸倒引当金を設定

して い る 。 

 

② 完成工事補償引当金 … 

 

完成工事に 係る か し担保の 費用に 備え る た め 、当中間連結会計期間末に

至る 1 年間の 完成工事高に 対す る 将来の 見積補償額に 基づ い て計上して

い る 。 

 

③ 賞与引当金 …………… 

 

 

従業員の 賞与の 支給に 充て る た め 、当中間連結会計期間に 負担す べ き賞

与支給見込額を計上して い る 。 
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④ 退職給付引当金 ……… 従業員の 退職給付に 備え る た め 、当連結会計年度末に お け る 退職給付債

務の 見込額に 基づ き、当中間連結会計期間末に お い て発生して い る と認め

られ る 額を計上して い る 。 

過去勤務債務は 、そ の 発生時の 従業員の 平均残存勤務期間以内の 一

定の 年数（5年 ）に よる 定額法に より費用処理して い る 。 

数理計算上の 差異は 、そ の 発生時の 従業員の 平均残存勤務期間以内の

一定の 年数（5 年）に よる 定額法に より 按分した 額をそ れ ぞ れ 発生の 翌連結

会計年度か ら費用処理す る こととして い る 。 

⑤ 役員退職慰労引当金 … 役員の 退職慰労金の 支給に 備え る た め 、内規に 基づ く中間連結会計期間

末要支給額を計上して い る 。 

⑥ 船舶特別修繕引当金 … 船舶の 定期検査に 伴う特別の 修繕に 要す る 費用に 充て る た め 、最近の 支

出実績に 基づ く定期修繕見積額を計上して い る 。 

 

（4）重要なリース 取引の 処理方法 

リース 物件の 所有権が 借主に 移転す る と認め られ る も の 以外の ファ イ ナンス ・リース 取引に つ い て は 、通

常の 賃貸借取引に 係る 方法に 準じた 会計処理に よって い る 。 

 

（5）そ の 他中間連結財務諸表作成の た め の 基本とな る 事項 

① 長期請負工事の 収益計上処理 

工期1年以上（連結子会社の 青木マリーン㈱は 工期1年以上、請負金額5億円以上）の 工事に つ い て は 、

工事進行基準に よって い る  

 

完成工事高の うち工事進行基準  前中間連結会計期間   当中間連結会計期間    前連結会計年度  

に よった も の                  12,415 百万円        47,940 百万円      28,707 百万円 

                         

② 消費税等の 会計処理 

消費税等の 会計処理は 、税抜方式に よって い る 。 

 

５．中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書に お け る 資金の 範囲 

   中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書に お け る 資金（現金及び 現金同等物）は 、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び 容易に 換金可能で あ り 、か つ 、価値の 変動に つ い て僅少なリス ク しか 負わ な い 取得日か ら３ヶ月以内に

償還期限の 到来す る 短期投資か らな る 。 

 

＜会計処理の 変更＞ 

   固定資産の 減損に 係る 会計基準（｢固定資産の 減損に 係る 会計基準の 設定に 関す る 意見書｣（企業会計審議 

会 平成 14 年 8 月 9 日））及び ｢固定資産の 減損に 係る 会計基準の 適用指針｣（企業会計基準適用指針第 6 号 

平成 15 年 10 月 31 日）が 平成 16 年 3 月 31 日に 終了す る 連結会計年度に 係る 連結財務諸表か ら適用で きる こ

とに な った ことに 伴い 、当中間連結会計期間か ら同会計基準及び 同適用指針を適用して い る 。 

  これ に より 、税金等調整前中間純利益は 1,146 百万円減少して い る 。な お 、減損損失累計額に つ い て は 、改

正後の 中間連結財務諸表規則に 基づ き各資産の 金額か ら直接控除して い る 。 

 

＜表示方法の 変更＞ 

（中間連結貸借対照表関係） 

①  ｢販売用不動産｣は 、資産総額の 100分の 1以下とな った た め 、｢未成工事支出金｣に 含め て記載す る ことと

した 。 

な お 、当中間連結会計期間末の ｢未成工事支出金｣に 含まれ る ｢販売用不動産｣の 金額は 795 百万円で あ

る 。 

 

   ②  ｢未収入金｣は 、資産総額の 100 分の 5 を超え た た め 、区分掲記した 。 

     な お 、前中間連結会計期間末は 、流動資産｢そ の 他｣に 418 百万円含まれ て い る 。 
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（中間連結損益計算書関係） 

①  前中間連結会計期間まで区分掲記して い た ｢不動産事業売上高｣｢不動産事業売上原価｣｢不動産事業総

利益｣は 、｢売上高｣総計に 占め る 不動産事業売上高の 割合が 軽微とな った た め 、｢完成工事高｣｢完成工事

原価｣｢完成工事総利益｣に 各々 含め て記載す る こととした 。 

な お 、当中間連結会計期間に 含まれ る 各々 の 金額は 、不動産事業売上高 232 百万円、不動産事業売上

原価 246 百万円、不動産事業総利益△ 13 万円で あ る 。 

 

②  ｢販売用不動産評価損｣は 、営業外費用の 合計額の 100 分の 10 以下とな った た め 、営業外費用の ｢そ の

他｣に 含め て記載す る こととした 。 

な お 、当中間連結会計期間の 営業外費用の ｢そ の 他｣に 含まれ る ｢販売用不動産評価損｣の 金額は 9百万

円で あ る 。 

 

＜注  記  事  項＞ 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

1．有形固定資産の 減価償却累計額 

 

２．担保に 供して い る 資産 

1,575 百万円 

 

 9 百万円 

8,934 百万円 

 

1,170 百万円 

1,561 百万円 

 

9 百万円 

３．財務支援契約付債権 

当社は 、平成 12 年 10 月の 親会

社の 異動に 際し、前の 親会社で あ る

㈱小松製作所と財務支援に 関す る

契約を締結して お り 、保証対象債権

に 対して は 、4,257 百万円を上限とし

て債権回収が 保証され て い る 。そ の

金額は 回収等に より 減少し、当該期

末で は 次の とお り で あ る 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,253 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,062 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,075 百万円 

４．保証債務 

手付金保証額等 

 

1,550 百万円 

 

551 百万円 

 

923 百万円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．販売費及び 一般管理費の 主要な費目及び 金額は 次の とお り で あ る 。 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

従業員給与手当 

退職給付費用 

賞与引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

地代家賃 

 

664 百万円 

39 百万円 

85 百万円 

20 百万円 

139 百万円 

2,027 百万円 

13 百万円 

355 百万円 

0 百万円 

492 百万円 

1,337 百万円 

59 百万円 

70 百万円 

203 百万円 

276 百万円 
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２．減損損失 

当中間連結会計期間に お い て 、当社グ ループは 以下の 資産グ ループに つ い て減損損失を計上した 。 

資産グ ループ 種類 場所 減損損失 

建物、土地 東京都北区他 8件 建   物  227 百万円 

土   地  736 百万円 

 

処分予定資産 

投資不動産 兵庫県淡路町他 6件 投資不動産 182 百万円 

 

当社グ ループは 、建設事業用資産は 本店単位で 、処分予定資産は 個々 の 物件単位で 、資産の グ ルーピン

グ を行って い る 。 

処分予定資産の うち 、回収可能価額が 帳簿価額を著しく低下した と認め られ る 土地及び 建物並び に 投資不

動産に つ い て は 、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,146 百万円）として特別損

失に 計上した 。 

な お 、当該不動産の 回収可能価額は 、正味売却価額に より 測定し、不動産鑑定士に よる 鑑定評価額も しく

は 固定資産税評価額を用い て算定した 。 

 

（中間連結キ ャッシ ュ・フロー計算書関係） 

現金及び 現金同等物の 中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に 掲記され て い る 科目の 金額と

の 関係 

 前中間連結 

会計期間 

当中間連結 

会計期間 

前連結会計年度 

現金預金勘定 

有価証券勘定 

預入期間が 3 ヶ月を超え る 定期預金 

現金及び 現金同等物 

3,861 百万円 

－百万円 

  △ 22 百万円 

3,838 百万円 

26,032 百万円 

2,054 百万円 

  △ 32 百万円 

28,054 百万円 

2,725 百万円 

－百万円 

  △ 22 百万円 

2,702 百万円 

 

① セ グ メント情報 

（1）事業の 種類別セ グ メント情報 

 

   前中間連結会計期間（自平成 15 年 4月 1 日 至平成 15 年 9月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成 16年

4 月 1 日 至平成 16 年 9 月 30 日）及び 前連結会計年度（自平成 15 年 4 月 1 日 至平成 16 年 3 月 31 日） 

 

     全セ グ メントの 売上高の 合計、営業利益及び 全セ グ メントの 資産の 金額の 合計額に 占め る 建設事業の 割

合が い ず れ も 90％を超え て い る た め 、事業の 種類別セ グ メント情報の 記載を省略した 。 

 

 （2）所在地別セ グ メント情報 

    在外連結子会社及び 在外支店が な い た め 、記載して い な い 。 

 

 （3）海外売上高 

    海外売上高が な い た め 、記載して い な い 。 

 

② リース 取引 

ＥＤＩＮＥＴに よる 開示を行うた め 記載を省略して い る 。 
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③ 1 株当た り情報 

 

 前連結中間会計期間 当連結中間会計期間 前連結会計年度 

１株当た り純資産額 

１株当た り中間（当期）純利益 

256.23 円 

39.26 円 

 786.71 円 

126.48 円 

 330.34 円 

112.89 円 

 

潜在株式調整後 1 株当た り 中間純

利益 

なお 、潜在株式調整後１株

当た り中間純利益金額に

つ い て は 、潜在株式が 存

在して い な い た め 記載し

ていない。 

なお 、潜在株式調整後１株

当た り中間純利益金額に

つ い て は 、希薄化効果を

有して い る 潜在株式が 存

在して い な い た め 記載し

ていない。 

なお 、潜在株式調整後１株

当た り当期純利益金額に

つ い て は 、潜在株式が 存

在して い な い た め 記載し

ていない。 

 

 

（注）１株当た り中間（当期）純利益又は 中間純損失の 算定上の 基礎は 、以下の とお り で あ る 。 

 前連結中間会計期間 当連結中間会計期間 前連結会計年度 

中間（当期）純利益 1,255 百万円 8,274 百万円 3,611 百万円 

普通株主（Ａ種株式を所有して い る

株主を含む ）に 帰属しな い 金額 

－ － － 

普通株式（Ａ種株式を含む ）に 係る

中間（当期）純利益 

1,255 百万円 8,274 百万円 3,611 百万円 

期中平均株式数 31,991 千株 65,421 千株 31,991 千株 

1 株当た り の 中間（当期）純利益の

算定に 用い られ た 普通株式の 期中

平均株式数の 種類別の 内訳 

普通株式 31,991千株 

 

 

普通株式 49,421千株 

Ａ種株式（無議決権普

通株式） 16,000 千株 

 

普通株式 31,991千株 

 

 

希薄化効果を有しな い た め 、潜在株

式調整後 1 株当た り 中間（当期）純

利益の 算定に 含め な か った 潜在株

式の 概要 

 

 

 

新株予約権 1 種類 

株式発行予定数 

2,042 千株 

（新株予約権の 数 

4,085 個） 

 

 

 

 

 



④ 有価証券

前中間連結会計期間末（平成15年9月30日現在）前中間連結会計期間末（平成15年9月30日現在）前中間連結会計期間末（平成15年9月30日現在）前中間連結会計期間末（平成15年9月30日現在）

1.満期保有目的債券で時価の あ る も の （単位　百万円）
中間連結貸借対照
表 計 上 額

時　　　　　価 差　　　　　額

国債・地方債等 9 9 0

2.そ の 他有価証券で時価の あ る も の （単位　百万円）

取　得　原　価
中間連結貸借対照
表 計 上 額

差　　　　　額

（1）株式 48 90 41

（2）債券（社債） 3 3 0

51 94 42

3.時価評価され て い な い 主な有価証券の 内容及び （中間）連結貸借対照表計上額 （単位　百万円）
中間連結貸借対照表計上額

そ の 他有価証券　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 57
関連会社株式 4,826

当中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在）当中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在）当中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在）当中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在）

1.満期保有目的債券で時価の あ る も の （単位　百万円）
中間連結貸借対照
表 計 上 額

時　　　　　価 差　　　　　額

国債・地方債等 9 9 0

2.そ の 他有価証券で時価の あ る も の （単位　百万円）

取　得　原　価
中間連結貸借対照
表 計 上 額

差　　　　　額

（1）株式 991 1,468 476

（2）債券（社債） 3 3 0

994 1,471 476

3.時価評価され て い な い 主な有価証券の 内容及び （中間）連結貸借対照表計上額 （単位　百万円）
中間連結貸借対照表計上額

そ の 他有価証券　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,236

そ の 他有価証券　　　非上場債券 2,054
関連会社株式 776

前連結会計年度末（平成16年3月31日現在）前連結会計年度末（平成16年3月31日現在）前連結会計年度末（平成16年3月31日現在）前連結会計年度末（平成16年3月31日現在）

1.満期保有目的債券で時価の あ る も の （単位　百万円）
連結貸借対照表
計 上 額

時　　　　　価 差　　　　　額

国債・地方債等 9 9 0

2.そ の 他有価証券で時価の あ る も の （単位　百万円）

取　得　原　価
連結貸借対照表
計 上 額

差　　　　　額

（1）株式 49 116 67

（2）債券（社債） 3 3 0

52 119 67

3.時価評価され て い な い 主な有価証券の 内容及び （中間）連結貸借対照表計上額 （単位　百万円）
連結貸借対照表計上額

そ の 他有価証券　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 57
関連会社株式 6,628

⑤ デリバティブ取引

該当事項が な い た め 、記載して い な い 。

計計計計

計計計計

計計計計
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5.受　注　及　び 　売　上　の 　状　況5.受　注　及　び 　売　上　の 　状　況5.受　注　及　び 　売　上　の 　状　況5.受　注　及　び 　売　上　の 　状　況

（1）連　結　受　注　高（1）連　結　受　注　高（1）連　結　受　注　高（1）連　結　受　注　高
（単位　百万円）

区分

建設事業 21,554 64,987 46,149

そ の 他 257 － 416

合計 21,811 64,987 46,565

注.当中間連結会計期間の 建設事業に は 、不動産事業に 係る も の が 、268百万円含まれ て お り ます 。

（2）連　結　売　上　高（2）連　結　売　上　高（2）連　結　売　上　高（2）連　結　売　上　高
（単位　百万円）

区分

建設事業 15,629 67,508 42,875

そ の 他 257 － 416

合計 15,886 67,508 43,291

注.当中間連結会計期間の 建設事業に は 、不動産事業に 係る も の が 、232百万円含まれ て お り ます 。

（参考）提出会社単独の 建設事業受注高、売上高及び 繰越高の 状況（参考）提出会社単独の 建設事業受注高、売上高及び 繰越高の 状況（参考）提出会社単独の 建設事業受注高、売上高及び 繰越高の 状況（参考）提出会社単独の 建設事業受注高、売上高及び 繰越高の 状況
（単位　百万円）

区  分

官公庁 民間 計（Ａ）
構
成
比
官公庁 民間 計（Ｂ）

構
成
比

金　額
(Ｂ-Ａ)

率
（％）
官公庁 民間 計

構
成
比

受
建
築

0 14,797 14,797 72% 640 29,352 29,993 65% 15,195 102.7 509 30,886 31,395 72%

注
土
木
4,345 1,465 5,810 28% 12,901 3,330 16,232 35% 10,421 179.4 8,322 3,955 12,277 28%

高 計 4,345 16,263 20,608 100% 13,542 32,683 46,225 100% 25,617 124.3 8,831 34,841 43,673 100%

構成比 21% 79% 100% 29% 71% 100% 20% 80% 100%

売
建
築
415 9,396 9,811 66% 2,908 17,403 20,311 42% 10,499 107.0 483 27,155 27,639 69%

上
土
木
3,345 1,714 5,059 34% 18,486 9,964 28,450 58% 23,391 462.3 8,820 3,672 12,493 31%

高 計 3,760 11,110 14,871 100% 21,394 27,367 48,762 100% 33,891 227.9 9,304 30,828 40,132 100%

構成比 25% 75% 100% 44% 56% 100% 23% 77% 100%

繰
建
築

72 31,176 31,249 71% 1,362 63,492 64,855 48% 33,605 107.5 514 29,505 30,019 72%

越
土
木
8,452 4,255 12,707 29% 33,774 35,743 69,518 52% 56,810 447.1 6,953 4,787 11,740 28%

高 計 8,525 35,431 43,956 100% 35,137 99,235 134,373 100% 90,416 205.7 7,468 34,292 41,760 100%

構成比 19% 81% 100% 26% 74% 100% 18% 82% 100%

注.当中間期の 建設事業（土木）に は 、不動産事業に 係る も の が 、受注高で 268百万円、売上高で 232百万円、繰越高で 35百万円
　  含まれ て お り ます 。

(自15.4.1　至15.9.30) (自16.4.1　至16.9.30) (自15.4.1　至16.3.31)
前　中　間　期 当　中　間　期 増　　減 前           期

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自15.4.1　至15.9.30) (自16.4.1　至16.9.30) (自15.4.1　至16.3.31)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
(自15.4.1　至15.9.30) (自16.4.1　至16.9.30) (自15.4.1　至16.3.31)
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